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第２回総合計画審議会・総合戦略策定委員会 検討資料① 

～これまでの推移に基づく将来人口と、取り組むべき本市の主要課題について～ 

 

１．人口等の状況 ---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- ２ 

 

２．これまでの推移にもとづく将来人口（注：目標人口ではない） -------------------------------------------------------------------------------- ９ 

 

３．市民アンケート結果による課題 ------------------------------------------------------------------------------------------------------------ １３ 

 

４．取り組むべき主要課題 -------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- １７ 
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１．人口等の状況 

（１）人口・世帯の推移（過去およそ５０年間） 

○昭和 53 年の柏崎刈羽原子力発電所の着工により工事関係者等の人口が増加しましたが、平成７

年の約 8.9 万人をピークに減少に転じました。 

○平成 17 年には高柳町、西山町を合併して約 9.4 万人に増加しましたが、再び減少に転じました。 

○平成 26 年現在の人口は、約 8.8 万人となっています。 

 

 

 

 

 

 

出典：住民基本台帳 

※調査時の市域における人口で各年 9月末現在 

※平成 24 年 7 月 9 日より外国人住民も日本人と同じく「住民基本台帳法」が適用されたため、
平成 24 年 7月 31 日現在の住民基本台帳人口・世帯数より外国人住民を含んだ数を表示する 

（２）人口・世帯の推移（過去１０年間） 

○平成 26 年 9 末現在、柏崎市の人口は 88,389 人、世帯数は 34,581 世帯、平均世帯

人員は 2.56 人／世帯です。 

○平成 17 年を基準とすると、世帯数は増加傾向で推移していましたが、平成 24 年以降

は横ばい傾向にあります。人口と平均世帯人員は減少の一途です。 

○なお「住民基本台帳法の一部を改正する法律」が平成 24 年７月９日に施行されたこと

に伴い、平成 23 年以前と平成 24 年以降を一律に比較することができなくなっていま

す。 
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（３）年齢３階層別人口の推移（実数） 

○生産年齢人口（15～64 歳）は、平成 7 年をピークに減少が続き、平成 22 年は 55,439 人、

60.6％となっています。 

○年少人口（0～14 歳）は昭和 60 年以降大幅な減少が進み平成 22 年は 11,108 人、12.1％と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）世帯構成の推移 

○単独世帯、夫婦のみ世帯が増加しており、小規模化しています。 

（５）年齢別人口等の構成比の推移の比較（柏崎市、新潟県、国） 

○平成７年を 100 とした場合の値です。 

○いずれも国、新潟県、柏崎市の順で推移しています。 

出典：国勢調査 
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出典：国勢調査 

出典：住民基本台帳（２月末現在） 

平成 7、12、17、22 年は 3月末日、平成 26 年は 1月末日。日本人のみ。総数は年齢不詳を含む。 

平成 17 総数、世帯数は平成 18 以降の集計方法に合わせた修正値があるが、ここでは H17 以前の修正結果としている。 
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（６）人口動態（出生・死亡と転入・転出） 

○出生数は、平成 12 年から平成 19 年までは微増減を繰り返しながらも概ね横ばいでしたが、最

近では減少傾向にあり平成 25 年は 587 人となっています。 

○死亡数は、平成 17 年以降は概ね 1,000 から 1,100 人程度で推移していますが、平成 25 年は

1,153 人と若干の増加傾向がみられます。 

○転入・転出は、近年はともに減少傾向にあります。平成 12 年以降は一貫して転出が多く、平成

25 年は転入 1,727 人、転出 2,147 人となっています。 

                                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）合計特殊出生率の推移 

○合計特殊出生率とは、一人の女性が一生に産む子供の平均数です。 

○柏崎市は、全国及び新潟県よりも高い出生率で推移しています。 

○柏崎市の出生率は、平成 17 年まで減少傾向にあり、最低 1.34 まで落ち込みましたが、

平成 18 年に増加に転じました。以降は概ね増加傾向にあります。 

 

出典：人口動態統計 

※各年 1月 1 日から 12 月 31 日まで 

※調査時の市域人口による 

出典：柏崎市統計年鑑（平成 16・20・25 年版） 
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（８）未婚率 

○平成 22（2010）年の未婚率は、男性は国や新潟県とさほど差はなく約 46％ですが、女性は低

く約 29％です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）５歳階級別の人口の推移 

○平成７年には、40 代後半とそのジュニア世代となる１0 代及び団塊の世代が多かった

ものの、経年とともに世代の分布はそのままスライドし、全体的に高齢化しています。 

○いずれの時点でも 20 代前半の女性の人口の落ち込みが大きく、この層の市外への流出

が大きくなっています。 

国

男 女

　25～29歳 　30～34歳 　25～29歳 　30～34歳

実数 割合 実数 割合 実数 割合 実数 割合

2005 4,197,362 71.4% 4,930,382 47.1% 4,077,733 59.1% 4,814,114 32.0%

2010 3,558,866 71.8% 4,102,142 47.3% 3,516,523 60.3% 4,044,480 34.5%

新潟県

男 女

　25～29歳 　30～34歳 　25～29歳 　30～34歳

実数 割合 実数 割合 実数 割合 実数 割合

2005 71,687 67.8% 80,393 44.7% 68,164 55.0% 77,763 28.7%

2010 60,132 70.1% 71,725 45.6% 57,541 57.4% 68,677 32.1%

柏崎市

男 女

　25～29歳 　30～34歳 　25～29歳 　30～34歳

実数 割合 実数 割合 実数 割合 実数 割合

2005 2,767 68.1% 3,098 46.0% 2,389 51.4% 2,890 26.0%

2010 2,499 69.7% 2,786 46.4% 1,995 52.2% 2,437 28.8%

出典：国勢調査 
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男性男性男性男性 47.347.347.347.3％％％％    女性女性女性女性 34.534.534.534.5％％％％    

国 

県 

市 

0.99

1.14

0.82

0.34 0.37

0.46
0.53

0.73

75.6

70.7

63.6

57.2

62.2
64.7

55.0

66.9

7.5

12.8
14.6

16.6
9.3

15.8

10.4

17.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

1.6

平成18

(2006)

19

(2007)

20

(2008)

21

(2009)

22

(2010)

23

(2011)

24

(2012)

25年度

(2013)

地
元

就
職
率

(％
)

有
効

求
人
倍
率

(倍
)

有効求人倍率 市内高校からの地元就職率 市内大学からの地元就職率

出典：企画政策課・商業労政課 

柏崎公共職業安定所 

0 1,500 3,000 4,500

01,5003,0004,500

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

（単位：人）男性 女性

0 1,500 3,000 4,500

01,5003,0004,500

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

（単位：人）男性 女性

0 1,500 3,000 4,500

01,5003,0004,500

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

（単位：人）男性 女性

0 1,500 3,000 4,500

01,5003,0004,500

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

（単位：人）男性 女性

20 代後半から 30 代前半
の男性の人口が減少 

平成７年 

平成２２年 

20 代女性が市外へ流出 

平成１２年 

平成１７年 

出典：国勢調査 



－6－ 
 

 

（１０）年齢別人口動態（転出・転入状況） 

○転出・転入は、いずれの年も 20～29 歳が多い

状況にあります。 

○転出超過（転入－転出）が、いずれの年も 15～

24 歳に多くみられます。 

○転出先の過去６年間の合計では、東京都、神奈川

県、埼玉県、千葉県、福島県の順に多い状況にあ

ります。（右表を参照） 

○転入先の過去６年間の合計では、東京都、福島県、

神奈川県、埼玉県、長野県の順に多い状況にあり

ます。（右表を参照） 

○関東との関係は、転入者が減少傾向にあります。

（下のグラフを参照） 

 

 

 

 

 

 

注：前年 10 月から当該年９月までの 1年間の移動状況 

出典：新潟県人口移動調査結果報告 
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H21 H22 H23 H24 H25 H26 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H21 H22 H23 H24 H25 H26

北海道 北海道 29 24 34 15 12 9 北海道 北海道 30 29 24 30 10 11 1 5 -10 15 -2 2

東北 ⻘森県 28 37 18 21 15 11 東北 ⻘森県 44 26 32 21 19 24 16 -11 14 0 4 13

東北 岩手県 1 5 5 10 4 4 東北 岩手県 12 5 4 2 10 6 11 0 -1 -8 6 2

東北 宮城県 24 27 15 40 26 12 東北 宮城県 27 27 35 15 20 14 3 0 20 -25 -6 2

東北 秋田県 15 16 12 7 5 2 東北 秋田県 19 11 11 10 7 5 4 -5 -1 3 2 3

東北 山形県 18 22 14 10 8 14 東北 山形県 15 35 16 10 8 12 -3 13 2 0 0 -2

東北 福島県 79 57 110 98 89 50 東北 福島県 120 88 277 68 44 63 41 31 167 -30 -45 13

関東 茨城県 25 48 41 29 30 27 関東 茨城県 44 19 25 16 20 22 19 -29 -16 -13 -10 -5

関東 栃木県 17 29 12 14 18 13 関東 栃木県 14 13 15 9 12 12 -3 -16 3 -5 -6 -1

関東 群馬県 39 38 57 40 30 46 関東 群馬県 52 37 38 26 25 26 13 -1 -19 -14 -5 -20

関東 埼玉県 135 156 115 122 114 140 関東 埼玉県 98 84 83 95 89 77 -37 -72 -32 -27 -25 -63

関東 千葉県 111 102 60 82 106 85 関東 千葉県 55 77 63 53 46 48 -56 -25 3 -29 -60 -37

関東 東京都 277 274 224 275 314 279 関東 東京都 222 211 167 179 207 178 -55 -63 -57 -96 -107 -101

関東 神奈川県 142 233 182 149 133 113 関東 神奈川県 137 100 111 94 65 91 -5 -133 -71 -55 -68 -22

中部 富山県 33 42 25 17 22 16 中部 富山県 22 38 20 15 24 17 -11 -4 -5 -2 2 1

中部 石川県 42 33 31 27 43 46 中部 石川県 25 33 20 20 15 32 -17 0 -11 -7 -28 -14

中部 福井県 19 10 28 27 8 13 中部 福井県 13 11 5 8 16 9 -6 1 -23 -19 8 -4

中部 ⼭梨県 4 13 9 10 18 1 中部 ⼭梨県 8 3 7 4 12 7 4 -10 -2 -6 -6 6

中部 ⻑野県 52 48 56 45 40 31 中部 ⻑野県 52 71 74 51 101 42 0 23 18 6 61 11

中部 岐阜県 9 2 6 4 6 8 中部 岐阜県 15 8 5 2 0 9 6 6 -1 -2 -6 1

中部 静岡県 29 10 18 23 26 16 中部 静岡県 13 24 16 16 11 16 -16 14 -2 -7 -15 0

中部 愛知県 22 21 19 20 15 23 中部 愛知県 31 28 12 23 15 21 9 7 -7 3 0 -2

近畿 三重県 2 6 3 5 12 2 近畿 三重県 6 3 9 7 12 3 4 -3 6 2 0 1

近畿 滋賀県 2 6 1 1 4 2 近畿 滋賀県 0 1 1 7 3 2 -2 -5 0 6 -1 0

近畿 京都府 12 18 11 12 14 11 近畿 京都府 21 11 16 5 8 8 9 -7 5 -7 -6 -3

近畿 大阪府 24 24 15 26 20 18 近畿 大阪府 20 32 21 19 11 19 -4 8 6 -7 -9 1

近畿 兵庫県 8 20 17 12 8 8 近畿 兵庫県 8 14 10 10 6 13 0 -6 -7 -2 -2 5

近畿 奈良県 7 2 4 1 5 6 近畿 奈良県 0 2 0 2 3 5 -7 0 -4 1 -2 -1

近畿 和歌山県 0 4 1 1 0 0 近畿 和歌山県 2 0 2 1 1 2 2 -4 1 0 1 2

中国 鳥取県 0 1 1 0 0 0 中国 鳥取県 0 0 0 1 0 3 0 -1 -1 1 0 3

中国 島根県 6 7 3 2 11 5 中国 島根県 12 1 18 9 2 7 6 -6 15 7 -9 2

中国 岡山県 1 6 2 2 7 7 中国 岡山県 2 1 4 0 3 9 1 -5 2 -2 -4 2

中国 広島県 6 3 13 3 5 4 中国 広島県 7 6 3 2 2 3 1 3 -10 -1 -3 -1

中国 山口県 5 2 1 2 2 2 中国 山口県 3 4 0 1 4 2 -2 2 -1 -1 2 0

四国 徳島県 0 0 0 0 0 3 四国 徳島県 0 0 1 0 1 0 0 0 1 0 1 -3

四国 香川県 1 1 1 0 8 0 四国 香川県 1 2 4 1 1 3 0 1 3 1 -7 3

四国 愛媛県 0 0 2 1 1 3 四国 愛媛県 3 0 3 2 2 1 3 0 1 1 1 -2

四国 高知県 1 0 0 0 3 1 四国 高知県 0 0 1 0 1 1 -1 0 1 0 -2 0

九州 福岡県 13 6 17 18 8 12 九州 福岡県 14 16 10 9 10 12 1 10 -7 -9 2 0

九州 佐賀県 1 8 2 3 0 2 九州 佐賀県 1 5 0 4 1 1 0 -3 -2 1 1 -1

九州 ⻑崎県 1 0 0 4 3 2 九州 ⻑崎県 2 3 2 2 2 1 1 3 2 -2 -1 -1

九州 熊本県 5 0 2 3 0 4 九州 熊本県 2 4 4 3 2 2 -3 4 2 0 2 -2

九州 大分県 5 1 1 6 4 4 九州 大分県 4 3 5 4 0 1 -1 2 4 -2 -4 -3

九州 宮崎県 1 2 2 4 3 3 九州 宮崎県 3 5 2 6 2 2 2 3 0 2 -1 -1

九州 ⿅児島県 3 6 2 4 1 5 九州 ⿅児島県 6 4 1 2 7 1 3 -2 -1 -2 6 -4

沖縄 沖縄県 3 5 1 1 5 6 沖縄 沖縄県 3 1 7 1 6 2 0 -4 6 0 1 -4

1,257 1,375 1,193 1,196 1,206 1,069 1,188 1,096 1,184 865 866 845 -69 -279 -9 -331 -340 -224

転入－転出柏崎市からの転出者の転出先の動向 柏崎市への転入者の転入前の動向
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（１１）昼間人口 

○平成 22 年の本市から市外への流出人口は 5,280 人、市外からの流入人口は 7,221 人で、1,941

人の流入超過となっており、昼夜間人口比は 102.1 です。 

○昼夜間人口比が 100 以上であり、柏崎市内で就業・通学する人は 8 割以上となっていることか

ら、働く場や学ぶ場は市内に一定程度存在していると考えられます。 

 

 

 

 

（１２）就業人口の推移 

○15才以上の就業率及び就業者数は、平成 7 年以降減少傾向にあり平成 22 年は 43,787 人

で、54.5％となっています。 

○平成 7 年は原子力発電所工事関係の就業者が移入したことによる増加であると想定されま

す。また、就業率と高齢化率（65 歳以上人口の割合）はほぼ反比例となっています、 

 

(A) (F) (B) (C) (D) (E) (A-B-C+D+E) (昼間人口/夜間人口) (F-B+D) (従業者/就業者)

平7 91,229 47,588 3,891 572 6,631 1,621 95,018 104.2 50,328 105.8

12 88,352 43,376 3,936 542 6,209 1,685 91,768 103.9 45,649 105.2

17 94,648 47,014 4,861 752 5,827 1,157 96,019 101.4 47,980 102.1

22 91,451 43,787 4,663 617 6,145 1,076 93,392 102.1 45,269 103.4

他市町村

から通学
昼間人口 昼間⼈⼝⽐率 従業者 従業者⽐率

年
他市町村

へ通勤

他市町村

へ通学
就業者総 数

常住地による人口（夜間人口）
他市町村

から通勤

出典：国勢調査 出典：国勢調査 
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（１３）人口減少の要因 

○最大の要因は、若者の転出です。15才～29才で過度に転出超過となっています。転出先は関東

（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）が極めて多い状況です。 

○出生率は国や新潟県より高い状況にありますが、県内 20 市では 12 位（新潟県福祉保健部／平

成２４年）にあり、良いとはいえません。 

○平成 22（2010）年の未婚率は、男性は国や新潟県とさほど差はなく約 46％ですが、女性は低

く約 29％です。国や県と比較すると、その差が大きいことから、女性の絶対数の少ないことが

影響していると想定され、出産適齢期の女性が同世代の男性以上に転出していると考えられます。 

 

0～19 才は、 男性が 622 人多い （男 52：女 48） 

 20～39 才は、男性が 1,600 人多い （男 54：女 46） 

 40～59 才は、男性が 1,060 人多い （男 52：女 48） 

 60～79 才は、女性が 1.304 人多い （男 47：53 女） 

 80 才以上は、女性が 2,814 人多い （男 28：72 女） 

  出典：平成 22 年国勢調査・柏崎市 

 

柏崎市の社会動態（転入－転出） 

 

 

 

 

 

 

 

 

合計特殊出生率と未婚率の比較 

 柏崎市 新潟県 国 出典 

合計特殊出生率 1.49 1.44 1.43 平成 25 年人口動態統計 

未婚率 男性 46.4％ 45.6％ 47.3％ 

平成 22 年国勢調査 女性 28.8％ 32.1％ 34.5％ 

差 17.6 ポイント 13.5 ポイント 12.8 ポイント 

 

（１４）雇用の状況 

○柏崎市庁内ヒアリングでは、 

・高校や大学卒業時の女性に対する雇用環境が閉ざされているのではないか。 

・働く場がものづくり・機械金属業に限られていることが難点である。 

・就職先はあるが、手をあげる人がいないという話が企業から聞こえてくる。 

・企業と学校のマッチングが必要だ。難しいところだが、企業側も意識を変えて欲しい。また、

女性の起業者がもっと出ればよいが。 

・進出を考えている企業から、雇用面は大丈夫かと言われている。 

・中学校教員の８割は市外出身者である。キャリア教育をしようにも、教員が地元を知らない

ため、生徒が地元企業を知るという機会が少ない。 

・15～24 才の男性の非正規雇用率は 45.7％。結婚したい若者は９割いるが、非正規雇用で安

定しないため結婚に踏み切れないという状況がおきている。 

・大学進学に伴い首都圏に出てしまい、そのまま居着いてしまう。こうした人に対し、柏崎市

の企業はこのような最先端の仕事をしている等、求人募集とは関係なしに、どんどんアピー

ルしていかなければならない。親は戻って来いといっても、親自身が企業のことを知らない。 

・過去に学生を対象にアンケートをしたことがある。小中学生は郷土愛があり、自然や環境の

豊かさを評価するが、高校生になるとそうではなくなる。遊び場所がない、希望する就職先・

進路がないという評価。大学になると、いったん市外に出てから考えるという評価。よって、

幼少時における柏崎が好きという気持ちを継続させることが課題だ。 

・昨年から今年にかけて、若いお母さんにアンケートをした（下の枠を参照）。妊娠・出産・子

育てで離職・退職される人が非常に多い。「再就職をしたい」、「正規でなくともよい」、「子供

を預かってくれる所さえあればいい」、「どういう仕事でもいい」という回答が多かった。正

規雇用を希望しているのではと思ったが、「もう何でもいいです」ということであった。今ま

でのキャリアを生かす仕事が本当はよいが、そうでなくても仕方ないとのこと。子供を預か

ってくれるかどうかがポイントだ。 

 

 

注：前年 10 月から当該年９月までの 1年間の移動状況 

出典：新潟県人口移動調査結果報告 子供をもつ若い女性に対して、インタビュー形式で行ったアンケート（産業振興部による） 

【企業の【企業の【企業の【企業の育休制度育休制度育休制度育休制度と辞職理由】と辞職理由】と辞職理由】と辞職理由】    

○会社の育児制度がないところが多い。あっても取得に理解が得られず退職した⼈がいる。 

「育休制度がある」7人 「育休制度がない」10人 

「育休制度はあるものの非正規社員には適⽤外である」5人 

【求職活動状況と希望雇用形態】【求職活動状況と希望雇用形態】【求職活動状況と希望雇用形態】【求職活動状況と希望雇用形態】    

○求職活動中の多くは非正規雇⽤を希望。その理由は『育児のための時間を確保』、『将来は

正規雇用を希望』 

○再就職を正規雇⽤に求める理由は『資格がある』『子供を預かってもらえるかも知れない』 

○再就職を非正規雇⽤に求める理由は『正規雇用を望むが、色々制約があるため』、『子供の

成⻑にあわせて検討』『正規雇用は残業がある』 

【女性の再就職について】【女性の再就職について】【女性の再就職について】【女性の再就職について】    

○再就職はほぼ全てが『厳しい』と回答。理由は『時間的制約』『育児に対する企業の理解』

『預け先』 
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２．これまでの推移にもとづく将来人口２．これまでの推移にもとづく将来人口２．これまでの推移にもとづく将来人口２．これまでの推移にもとづく将来人口（（（（注注注注：目標人口ではない）：目標人口ではない）：目標人口ではない）：目標人口ではない）    

（１）推計の前提 

○次期総合計画・基本構想（平成29～38年度）における将来人口を設定します。 

○これまでの人口の動きを前提として算出したものであり、政策的な調整を加えていない

統計的な推計値です。平成22年国勢調査人口を基準として、5年ごとに平成42年まで

の推計を行います。 

 

（２）推計の方法 

○人口推計は、コーホート変化率法とコーホート要因法を使用します。 

○コーホートとは、同期間に出生した集団のことです。コーホート法はその集団の時間変化（出

生、死亡、移動）を軸に人口の変化をとらえる方法です。ここでは、人口男女5歳階級ごとの

5年後の時間変化を仮定して、男女年齢階層を積み上げています。 

 

コーホート変化率法 コーホート要因法 

■コーホート変化率法は、コーホートごとの5年間の人口増減を変化率と
してとらえ、その率が将来概ね10から20年後までは大きく変化しない
と想定したものである。 

■0～4歳の子ども人口は、15～49歳女子の子ども女性比（出生率）に
より算出した。 

■コーホート要因法は、コーホートごとの5年間の死亡（生残率）と転入・
転出による転入超過率（純移動率）を人口の変化要因としてとらえたも
のである。 

■0～4歳の子ども人口は、15～49歳女子の子ども女性比（出生率）に
より算出した。 

■推計に用いるデータを以下に示す。 

①子ども女性比（出生率）：人口問題研究所（平成25年(2013年)3月
推計）による柏崎市のデータ 

②0から4歳性比：人口問題研究所（平成25年(2013年)3月推計）に
よる柏崎市のデータ 

③変化率 

ア 国勢調査による平成17年から平成22年までの男女５歳階級ご
との5年間の変化率 

イ 国勢調査による以下の年の男女５歳階級ごとの変化率の平均 

・平成12年から平成17年までの男女５歳階級ごとの５年間の変
化率 

・平成17年から平成22年までの男女５歳階級ごとの５年間の変
化率 

ウ 国勢調査による以下の年の男女５歳階級ごとの変化率の平均 

・平成7年から平成12年までの男女５歳階級ごとの５年間の変
化率 

・平成12年から平成17年までの男女５歳階級ごとの５年間の変
化率 

・平成17年から平成22年までの男女５歳階級ごとの５年間の変
化率 

エ 住民基本台帳による平成21年3月31日から平成26年3月31日
までの男女５歳階級ごとの5年間の変化率 

■推計に用いるデータを以下に示す。 

①子ども女性比（出生率）：人口問題研究所（平成25年(2013年)3月
推計）による柏崎市のデータ 

②0～4歳性比：人口問題研究所（平成25年(2013年)3月推計）によ
る柏崎市のデータ 

③生残率：人口問題研究所（平成25年(2013年)3月推計）による柏崎
市のデータ 

④純移動率 

ア 新潟県人口移動調査による平成20年から平成25年までの男女５
歳階級ごとの５年間の純移動率 

イ 新潟県人口移動調査による以下の年の男女５歳階級ごとの純移
動率の平均 

・平成19年から平成24年までの男女５歳階級ごとの５年間の純
移動率 

・平成20年から平成25年までの男女５歳階級ごとの５年間の純
移動率 

ウ 新潟県人口移動調査による以下の年の男女５歳階級ごとの純移
動率の平均 

・平成18年から平成23年までの男女５歳階級ごとの５年間の純
移動率 

・平成19年から平成24年までの男女５歳階級ごとの５年間の純
移動率 

・平成20年から平成25年までの男女５歳階級ごとの５年間の純
移動率 

※年齢不詳人口は、階級の比率で案分した。 

※住民基本台帳による平成21年3月31日には、外国人が含まれないため、外国人登録法に基づく人口平成20年12月の外国人登録人口（831人）を、
国勢調査等による年齢5歳階級別の人口の割合により案分して加算した。 

 

【コーホート 

変化率法】 

【コーホート 

要因法】 

男女別・５歳階級別人口データ 

データの補正 

（年齢不詳や外国登録人口の案分） 

子ども女性比（出生率）と、0～4 歳性比 

変化率 

生残率 

純移動率 

人 口 推 計 
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単位：人

実績値 中間年 目標年

純移動率 平成22年 平成27年 平成32年 平成33年 平成37年 平成38年 平成42年

2010年 2015年 2020年 2021年 2025年 2026年 2030年

新潟県 ⑤最新 H20→H25 86,959 81,950 80,949 76,678 75,622 71,352

人口移動

調査
⑥2回平均

H19→H24

H20→H25
91,451 87,009 82,384 81,460 77,047 75,982 71,682

⑦3回平均
H18→H23

H19→H24

H20→H25
87,202 82,434 81,480 77,414 76,412 72,330

人口問題
研究所

⑧国設定値
H22→H42

5年ごと
91,451 87,627 83,639 82,843 79,351 78,491 74,930

単位：人

実績値 中間年 目標年

変化率 平成22年 平成27年 平成32年 平成33年 平成37年 平成38年 平成42年

2010年 2015年 2020年 2021年 2025年 2026年 2030年

国勢調査 ①最新 H17→H22 87,338 82,441 81,459 77,144 76,082 71,701

②2回平均
H12→H17

H17→H22
91,451 86,924 81,680 80,629 76,087 74,970 70,383

③3回平均
H7→H12

H12→H17

H17→H22
86,295 80,538 79,386 74,550 73,350 68,544

住民基本
台帳

④最新
H21.3.31→

H26.3.31
86,919 81,507 80,425 75,673 74,506 69,716

 

（３）ケースごとの目標年次の推計 

○コーホート変化率法と要因法による算定結果をもとに、基本構想中間年である平成33

年（2021年）と目標年である平成38年（2026年）を試算しました。 

○平成33年は算定した平成32年の1年後であるため、平成27年と平成32年の間の変化

を案分して算出しました。 

○平成38年も同様に平成37年の１年後であるため、平成32年と平成37年の間の変化を

案分して算出しました。 

 

【コーホート変化率法による】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【コーホート要因法による】 

 

 

 

 

 

 

 

変化率による 

ケース①～④ 考え方 

国勢調査 ①最新 ・国勢調査の最新２時点データ使用である。平成 17 年か
ら 22 年にかけての推移による 

②２回平均 ・平成 12 年から 17 年にかけての推移と、平成 17 年か
ら 22 年にかけての推移の 2 回平均による 

③３回平均 ・平成７年から 12 年にかけての推移と、平成 12 年から
17 年にかけての推移と、平成 17 年から 22 年にかけ
ての推移の３回平均による 

住民基本 

台帳 

④最新 ・平成 22 年国勢調査より最新のデータ使用による。すな
わち平成 21 年から平成 26 年にかけての推移による 

 

純移動率による 

ケース⑤～⑦（⑧は参考） 考え方 

新潟県人口
移動調査 

⑤最新 ・平成 20 年から 25 年にかけての推移による 

⑥２回平均 ・平成 19 年から 24 年にかけての推移と、平成 20 年か
ら 25 年にかけての推移の 2 回平均による 

⑦３回平均 ・平成 18 から 23 年にかけての推移と、平成 19 年から
24 年にかけての推移と、平成 20 年から 25 年にかけ
ての推移の３回平均による 

人口問題研
究所 

⑧国が設定
した値 

・国立社会保障・人口問題研究所による推計値であり、参
考として示すものである 
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（４）目標年次の推計値の設定 

国の「まち・ひと・しごと創生本部」

において、各地方公共団体に対して、

地方人口ビジョンの人口の将来推計に

あたっては、コーホート要因法を推奨

している 

純移動率の設定次第で推計結果に大

きな違いが出ることから、突発的な社

会情勢の影響を除くため、1 時点では

なく複数の時点を平均して算出した純

移動率を用いる推計方法を採用する 

①～⑦の推計結果 

①～⑦のうち、⑤～⑦を候補 

 

３回平均で行った ⑦を採用 

87,338

81,459

76,082

86,924

80,629

74,970

86,295

79,386

73,350

86,919

80,425

74,506

86,959

80,949

75,622

87,009

81,460

75,982

87,202

81,480

76,412

87,627

82,843

78,491

91,451

70,000

75,000

80,000

85,000

90,000

95,000

平成22年

2010年

平成27年

2015年

平成33年

2021年

平成38年

2026年

人

①最新 ②2回平均 ③3回平均

④最新 ⑤最新 ⑥2回平均

⑦3回平均 ⑧国設定値 実績値

実績値 推計値

○⑦を採用した結果、中間年である平成 33 年は 81,480 人、

目標年である平成 38 年は 76,412 人となります。 

○平成 22 年の国勢調査の値 91,451 人と比較すると、 

平成 33 年は、9,971 人減（10.9％減）、0.89 倍 

平成 38 年は、15,039 人減（16.4％減）、0.84 倍 

７つのケースから１ケースを採用 
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101,427
97,896

94,648
91,451

87,202
82,434

81,480

77,414

76,412

72,330

67,158

61,845

56,553

51,491
46,672

42,121

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065

年

中間年

平成33年 目標年

平成38年

実績値 推計値

16,005
13,960

12,430
11,108

9,912
8,734

8,498

7,626

7,405

6,685 6,028 5,569 5,146 4,696 4,228 3,787

65,385

61,264

58,180

55,447

50,410

45,785

44,860

41,804

41,009

38,026

34,391

30,203

26,649

23,857
21,865

19,87720,037

22,672
24,038 24,896

26,880
27,915

28,122

27,984

27,998

27,619 26,739

26,073
24,758

22,938
20,579

18,457

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065

年

年少人口(0～14歳)

生産年齢人口(15～64歳)

老年人口(65歳～)

実績値 推計値

15.78

14.26

13.13

12.15

11.37

10.60

10.43

9.85

9.69

9.24

8.98

9.00

9.10

9.12

9.06

8.99

年少人口(0～14歳)

64.47

62.58

61.47

60.63

57.81

55.54

55.06

54.00

53.67

52.57

51.21

48.84

47.12

46.33

46.85

47.19

生産年齢人口(15～64歳)

19.76

23.16

25.40

27.22

30.82

33.86

34.51

36.15

36.64

38.18

39.82

42.16

43.78

44.55

44.09

43.82

老年人口(65歳～)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成7年

(1995年)

平成12年

(2000年)

平成17年

(2005年)

平成22年

(2010年)

平成27年

(2015年)

平成32年

(2020年)

平成33年

(2021年)

平成37年

(2025年)

平成38年

(2026年)

平成42年

(2030年)

平成47年

(2035年)

平成52年

(2040年)

平成57年

(2045年)

平成62年

(2050年)

平成67年

(2055年)

平成72年

(2060年)

凡例

実
績

値
推

計
値

  

（５）ケース⑦による、平成７２（２０６０）年の推計値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）ケース⑦による、年齢３階級別の推計値 

 

 

 

 

○平成 72（2060）年の柏崎市の将来人口は約 4.2 万人に減少すると推計されます。現在の半

分程度となります。 

○年齢３階級別では、 

・生産年齢人口は、減少が激しく、一定割合で減少していきます。 

・老年人口は、基本構想の目標年である平成平成 38（2026）年ころをピークに減少し、平

成 62（2050）年あたりから生産年齢人口と１対１の割合で推移します。 

・幼年人口は、比較的緩やかですが確実に減少していきます。 

年齢３階級の構成割合の推移 



－13－ 
 

３３３３．．．．市民市民市民市民アンケート結果によるアンケート結果によるアンケート結果によるアンケート結果による課題課題課題課題 

（１）暮らしやすさ 

○“暮らしやすい”（「暮らしやすい」と「どちらかといえば暮らしやすい」を合わせた回

答）が 62.5％である一方、“暮らしにくい”（「どちらかといえば暮らしにくい」と「暮

らしにくい」を合わせた回答）は 22.0％となっています。 

○“暮らしやすい”に相当する平成 22 年アンケート結果は 66％であり、やや低くなって

います。同様に“暮らしにくい”は 19％であり、総じて住まい環境に対する評価は下

降しています。 

 

 

 

 

 

 

（２）現在の生活の満足度 

○“満足している”（「満足している」と「どちらかといえば満足している」を合わせた回

答）が 61.4％である一方、“不満である”（「どちらかといえば不満である」と「不満で

ある」を合わせた回答）は 21.6％となっています。 

 

 

暮らしやすい

14.8%

どちらかといえ

ば暮らしやすい

47.7%

どちらかといえ

ば暮らしにくい

15.7%

暮らしにくい

6.3%

どちらとも言え

ない

14.3%

無回答

1.1%

(N=1,327)

満足している

13.1%

どちらかといえ

ば満足している

48.3%

どちらかといえ

ば不満である

15.8%

不満である

5.8%

どちらとも言え

ない

15.9%

無回答

1.1%

(N=1,327)

（３）居住意向 

○“暮らし続けたい”（「これからも暮

らし続けたい」と「どちらかといえ

ば暮らし続けたい」を合わせた回答）

は 74.7％となっている。 

○“暮らし続けたい”に相当する平成

22 年アンケート結果は 74％であ

り、変わっていません。 

 

これからも暮ら

し続けたい

43.6%

どちらかといえ

ば暮らし続けた

い

31.1%

他の市町村に

移りたい

8.0%

どちらとも言え

ない

16.1%

無回答

1.2%

(N=1,327)

31.3%

30.4%

30.1%

27.4%

16.9%

6.9%

6.5%

5.9%

5.3%

4.7%

4.2%

4.1%

3.7%

3.3%

2.6%

2.3%

58.0%

0% 20% 40% 60%

ぎおん柏崎まつり「海の大花火大会」

おいしい水（湧水・水道水）

日本海に沈む夕日や米山福浦八景といった景観

えんま市

15の海水浴場とマリンスポーツや釣りが楽しめる海

米山や八石山、黒姫山、西山連峰などの山々

柏崎野菜などの農産物

もずくやサザエなどの海産物

松雲山荘や飯塚邸、貞観園などの名所旧跡

原子力発電所などエネルギーに携わってきた歴史

綾子舞（国指定重要無形民俗文化財）

活発な地域コミュニティ活動と市民活動

山あいの棚田やかやぶき屋根のある景観

柏崎に息づく歴史や文化

市内に立地する2つの大学

（新潟産業大学・新潟工科大学）

鯛茶漬けや鯛めしなどの鯛料理

ものづくりの技術や産業

（４）まちの魅力 

○“「ぎおん柏崎祭り『海の大花火大会』」が 58.0％で最も多く、次いで「おいしい水（湧水・水道水）」

が 31.3％、「日本海に沈む夕日や米山福浦八景といった景観」が 30.4％、「えんま市」が 30.1％とな

っています。 
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（５）現状の満足度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3333 位位位位    

高高高高    

1111 位位位位    

高高高高    

2222 位位位位    

高高高高    

高高高高    

4444 位位位位    

5555 位位位位    
高高高高    

低低低低    

▲▲▲▲1111 位位位位    

低低低低    

▲▲▲▲2222 位位位位    

低低低低    

▲▲▲▲3333 位位位位    

低低低低    

▲▲▲▲4444 位位位位    

低低低低    

▲▲▲▲5555 位位位位    
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（６）今後の重要度 

１１１１位位位位    

2222 位位位位    

3333 位位位位    

4444 位位位位    

5555 位位位位    
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（７）市が目指すべき将来の”まち”の姿                    （８）人口減少・少子高齢化への対応 

 

20％以上 

50.2%

44.1%

27.3%

24.0%

22.4%

22.3%

19.8%

17.0%

15.5%

10.5%

9.2%

6.6%

5.9%

3.7%

2.4%

1.9%

0% 20% 40% 60%

若い世代に対する子育て支援の充実

多様な世代が共に暮らせるための医療、福祉

の充実

起業家や新産業参入に対する支援などによる

雇用の創出

商店街の活性化、まちなかの居住環境の向上

などの中心市街地の活性化

農林水産業や地場産業、既存産業の振興

安心して暮らし続けるための防犯、防災対策

の充実

移住者の受け入れに対する積極的な取り組み

ワーク・ライフ・バランスの推進等による女性が

働き続けられる環境の整備

まちを担う人材を育成するための特色ある教育

の充実

地域資源を市外に発信することによる観光・交

流の促進

高齢者がより社会参加しやすい取り組みの充

実

分散して居住するのではなく、なるべくまとまっ

て居住するような工夫

町内会や市民団体への活動支援によるコミュ

ニティの活性化

市内二大学との連携による様々な地域課題の

解決

その他

無回答

(N=1,327)

64.3%

53.4%

50.1%

39.3%

37.5%

30.9%

30.0%

28.6%

26.8%

20.3%

13.3%

10.9%

9.9%

9.9%

9.0%

8.2%

8.0%

6.5%

4.1%

3.2%

2.1%

1.7%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80%

医療が充実したまち

安全で安心して暮らせるまち

産業の盛んで、働く場に恵まれているまち

災害に強いまち

快適な生活環境の中で暮らせるまち

安心して子育てができるまち

高齢者や障がい者にやさしいまち

子どもや若者が元気なまち

交通体系が整備されたまち

人と人とのつながりを大切にするまち

人と自然が共生するまち

互いに支え合う地域福祉のまち

市民の活動が盛んなまち

健康づくりによる元気なまち

人を育み心豊かに学べるまち

環境にやさしいまち

ひと・もの・情報の交流が盛んなまち

スポーツの盛んなまち

男女が共に支え合い能力が発揮できるまち

文化を育むまち

歴史が息づくまち

その他

無回答

(N=1,327)
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４４４４．取り組むべき主要課題．取り組むべき主要課題．取り組むべき主要課題．取り組むべき主要課題    

 

 

【「柏崎市次期総合計画」策定に向けたまちづくり市民アンケート 

市が目指すべき将来の”まち”の姿／回答のうち20％以上】 

【「柏崎市次期総合計画」策定に向けたまちづくり市民アンケート 

人口減少・少子高齢化への対応／回答のうち20％以上】 

【新潟県「夢おこし」政策プラン 避けるべきシナリオ】 

1 急激な人口減少、少子化 

2 異次元の高齢化の進展 

3 都市間競争の激化などグローバリゼーションの進展 

4 巨大災害の切迫、インフラの老朽化 

5 食料・水・エネルギーの制約、地球環境問題 

6 ICT の劇的な進歩など技術革新の進展 

【柏崎市第四次総合計画（後期基本計画） 

我が国を取り巻く時代背景】 

【柏崎市第四次総合計画（後期基本計画） 

取り組むべき主要課題】 

【柏崎市第四次総合計画（基本構想） 

柏崎市を取り巻く時代潮流】 

【柏崎市第四次総合計画（基本構想） 

柏崎市が抱える課題】 

【後期基本計画の策定以降に策定された柏崎市の関連計画】 

【メガトレンド】 

【将来人口の推計結果】 

1 若い世代に対する子育て支援の充実（50％） 

2 多様な世代が共に暮らせるための医療、福祉の充実（44％） 

3 起業家や新産業参入に対する支援などによる雇用の創出（27％） 

4 商店街の活性化、まちなかの居住環境の向上など中心市街地活性化（24％） 

5 農林水産業や地場産業、既存産業の振興（22％） 

6 安心して暮らし続けるための防犯、防災対策の充実（22％） 

7 移住者の受け入れに対する積極的な取り組み（20％） 

1 医療が充実したまち（64％） 

2 安全で安心して暮らせるまち（53％） 

3 産業の盛んで、働く場に恵まれているまち（50％） 

4 災害に強いまち（39％） 

5 快適な生活環境の中で暮らせるまち（37％） 

6 安心して子育てができるまち（31％） 

7 高齢者や障がい者にやさしいまち（30％） 

8 子どもや若者が元気なまち（29％） 

9 交通体系が整備されたまち（27％） 

10 人と人とのつながりを大切にするまち（20％） 

１ 高齢化の影響 

・地方圏の高齢者増加の低減と大都市圏の高齢者急増、空
き地・空き施設の増加 

・消費市場規模や労働生産性の縮小、医療介護費の増加 

・観光産業への期待、中心市街地の活性化、都市のコンパ
クト化 

２ 経済のグローバル化の影響 

・グローバル経済のリスク（経済的に不安定な社会） 

・グローバル経済のメリット（農産品の海外輸出、世界で
通用する人材の育成） 

３ 環境・エネルギーに関わる影響 

・地球温暖化の進展 

・都市における温暖化対応 

1 人口減少と少子高齢社会の進展 

2 新潟県の全県的な停滞 

3 道州制の影響 

4 市町村合併の影響 

5 行財政改革と政策官庁への変革の失敗 

6 県内経済の活力低下 

7 度重なる災害と対応の遅れ 

8 医療福祉水準の低下 

9 異文化摩擦 

10 人材育成の停滞 

【国土のグランドデザイン2050 時代の潮流と課題】 

1 人口減少と少子高齢化 

2 防災 

3 産業 

4 地域主権 

5 地球環境・エネルギー政策 

１ 安全と安心の確保 

２ 特性や資源を活用した産業の活性化 

３ 子どもや若い世代の定着 

４ 人材の育成 

５ まちの魅力の創造 

１ 地球の時代 

２ 変革の時代 

３ 自立の時代 

４ 協働の時代 

１ 人口減少、少子化、若者の流出への対応 ２ 産業の活性化と雇用の場の創出 

３ 柏崎の個性、魅力づくりの重要性 ４ 安全で安心して暮らせるまちづくり 

５ 中山間地域の過疎化、高齢化への対応 ６ 都市機能の集積と充実 

７ 人材の育成と確保 ８ 健康づくり、地域医療の充実 

・行政経営プラン ・公共施設マネジメント基本方針 

・農村環境計画 ・地球温暖化対策実行計画 

・柏崎市第２次食育推進計画 ・歯科保健計画・食の地産地消推進計画 

・シティセールス推進計画 ・景観計画（策定中） 

・地域防災計画（地震・津波災害対策編、風水害対策編、原子力災害対策編） 

・原子力災害に備えた柏崎市広域避難計画 

 

 H22 

（2010） 

H38 

（2026） 

H72 

（2060） 

H38 

／H22 

H72 

／H22 

全人口 
91,451 76,412 42,121 0.84 0.46 

うち 
0～14 歳 11,108 7,405 3,787 0.67 0.34 

うち 
15～64 歳 55,447 41,009 19,877 0.74 0.36 

うち 
65 歳～ 24,896 27,998 18,475 1.12 0.74 

 

【【【【第第第第五五五五次期次期次期次期総合計画に求められる視点総合計画に求められる視点総合計画に求められる視点総合計画に求められる視点】】】】    

１ 時代背景にあわせた視点 

○人口減少や空き地・空き施設増加への対応 

○経済のグローバル化を踏まえた産業対策と人材育成 

○老朽インフラへの対応 ○北陸新幹線開業への対応 

２ 強化する視点 

○健康づくり ○雇用創出・女性の就労環境の形成 

○シティセールス推進のための対策 

○原発に過度に依存しない産業構造への転換 

○時代の変化に対応した土地利用とネットワーク 

３ 継続する視点 

○防災・減災 ○低炭素社会への転換 

○高齢者福祉 ○子育て支援 

【取り組むべき主要課題】【取り組むべき主要課題】【取り組むべき主要課題】【取り組むべき主要課題】    

（１）社会 

○若者や女性の就労の確保 ○中山間地域対策の推進 

○健康づくりと高齢者福祉の推進 ○子育て支援 

○人や文化の積極的な誘致 ○安全と安心の確保 

○効率性を高める土地利用とネットワークへの転換 

（２）経済 

○グローバル化や環境保全に配慮した産業構造への転換 

○既存産業の活性化と新たな展開 ○広域交通の変化への対応 

○地域資源を活かした景観・魅力づくりと重層的な発信 

（３）環境 

○低炭素社会への転換、生物多様性への配慮 

（４）行政経営 

○公共施設のマネジメント ○広域的な連携 

（人） （人） （人） （倍） （倍） 


